
1 
 

 

道路インフラ整備が与える多面的なストック効果について 

  ～横浜市の事例（横浜北線及び関連道路）～ 

横浜市道路局 

栗本 高史・木村 信一・小川 靖弘 

 

 

1. はじめに 

現在、370 万人以上を抱える横

浜市の人口のピークは、2019 年

（平成 31 年）で、約 373 万人であ

るが（図１）、65 歳以上の人が占め

る割合（高齢化率）は、24.8%とな

る見込みである１）。2065 年（平成

77 年）には、さらに上昇し、高齢

化率は、35.6%になると予想されて

いる１）。これは、我が国の高齢化

率（平成 27 年：27.3%、平成 77 年：

38.4%2)）とほぼ同じではあるが、大

都市である横浜の高齢者の人口

は、2029 年に 100 万人を超えると

予想されており、基礎自治体とし

ての様々な対応が求められている。 

その一方で、横浜市の製造品出荷額等は、政令市の中で川崎市に次ぐ規模となっている３）。また、

国際コンテナ戦略港湾に選定された京浜港の一つである横浜港は、我が国を代表する商業港とし

てだけでなく、工業港としても非常に重要な役割を果たしており、横浜市には、基礎自治体としての

対応に加え、日本全体の経済をけん引するという別の側面の役割も期待されている。 

このような状況において、SDGs 未来都市に選定された横浜市は、環境・社会・経済の３つの側面

から様々な課題を解決し、「横浜スマートシティプロジェクト（ＹＳＣＰ）」に取り組むなど都市の価値を

高め、誰もが住みたいと思う、活力あるバランスのとれたまちの実現に取り組んでいる４）。 

 

2. 取組を支える社会資本整備 

募集論文のテーマであるスマートシ

ティは、ICT を駆使し、エネルギーや交

通などの社会インフラ全体を効率的に

マネジメントする都市づくりが基本とな

る。そのため、社会インフラの整備効果

を最大限発揮させる取組が重要とな

る。 

社会資本の一つである道路等の整

備効果は、移動時間の短縮や輸送費

の低下など経済活動を活性化するスト

ック効果が期待されている（図２）。 

一方で、道路整備とトレードオフと考えられがちな、都市環境を豊かにする環境づくりや生き生きと

暮らせるまちづくり・社会づくりなどの報告事例が少ないため、本稿では、平成 29 年３月に開通した

図２ 社会資本整備の効果５) 

図１ 横浜市の将来人口の推計値１） 

人口ピーク 
（2019 年：373 万人） 
（高齢化率：24.8%） 

高位推計（出生：高、

死亡：低の場合） 

低位推計（出生：低、

死亡：高の場合） 

2065 年：302 万人 
高齢化率：35.6% 



2 
 

首都高速道路神奈川７号横浜北線（以下、「横浜北線」とする。）と横浜北線に接続する岸谷生麦線

が横浜市及び横浜市鶴見区生麦地区に与える多面的な効果について紹介する。 

 

3. 横浜北線の効果について 

（１）概要 

横浜北線は、第三京浜の横浜港北ジャンクションから首都高横羽線と首都高大黒線の生麦ジャン

クションを結ぶ全長約 8.2km の自動車専用道路（図３）で、平成 29 年３月 18 日の開通以降、１日あ

たり約 20,000 台の交通量がある６)。市北部と横浜港・羽田空港へのアクセス向上により、物流の効率

化や空港までの所要時間が短縮された。具体的には、市北部の新横浜地区に位置する工場では、

横浜北線を利用した新たな配送ルートに変更したことにより、１日当たりの配送時間が最大約 40 分

短縮されるなどの効果が出ている６）。 

また生麦ジャンクションでは、整備前は首都高横羽線の羽田方面と首都高大黒線のみが接続して

いたが、整備後はフルジャンクションとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 横浜北線 

写真１ 横浜北線・岸谷生麦線整備前後の比較 

（左：整備前、右：整備後） 
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（２）環境 

横浜北線は、全体の約７割（約 5.9km）の区間においてトンネル

構造となっており、道路整備に伴う沿線住民の移転や周辺環境

への影響の保全を図っている。さらに、横浜北線の開通により、並

行する横浜上麻生線では、開通前と比べて日交通量が約 1,500

台減少するとともに、岸根交差点では、最大約 250m の渋滞長も

減少し、沿線住民の生活環境改善にも寄与している。 

また、横浜北線の新横浜出入口付近では、環境省のレッドリス

トにおいて、「絶滅危惧Ⅰ類」に位置づけられているヨコハマナガ

ゴミムシ（写真２）の生息が確認されており、事業者である首都高

速道路株式会社（以下、「首都高」とする。）が平成１４年度から専

門家の意見を聞きながら保全対策を実施した結果、局地的に生

息する極めて貴重な生物の保全が図られた７）。 

（３）社会 

横浜北線整備により、市内の道路ネットワークを強化し、災害時のリダンダンシー確保による防災

力強化が図られるとともに、生命に危険のある「重篤患者」に高度な医療を提供する三次救急医療を

担う横浜労災病院は、横浜北線の新横浜出入口を利用することで臨海部からの搬送時間の短縮を

可能にしている。また、横浜北線の沿線に移転した神奈川県赤十字血液センターでは、速達性が重

要な血液搬送において交通状況に応じたルートの選択及び配送時間の短縮を可能にし、救急救命

活動への貢献も果たしている６）。 

さらに、新横浜出入口付近の地域では、横浜北線の開通を契機として地域防災意識の向上が図

られ、地域からの発案により「いっとき避難所の防災広場」整備や「水防団倉庫」の移設が行われ、高

速道路を介した緊急輸送物資の集積も可能となった。 

 

4. 高速道路のアクセス道路が与えた効果（横浜市鶴見区生麦地区） 

（１）概要 

横浜北線は、新横浜出入口、馬場出入口（平成 31

年度開通予定）及び岸谷生麦出入口の３箇所の出入

口があり、出入口の整備に併せて関連街路の整備も

実施している。関連街路の一つである岸谷生麦線は、

国道１号と主要地方道東京大師横浜線を結ぶ延長

約 1.2km の市道で、鶴見区生麦地区を通過し、橋梁

部とトンネル部から構成されている。鶴見区は、JR 東

海道本線や JR 京浜東北線などの運行本数の多い 10

線の鉄道が区内を東西に横断しているため、踏切等

による地域分断の解消が課題となっていた。鉄道をオ

ーバーパスする新たな南北を結ぶ道路として岸谷生麦線が開通したことにより、周辺道路の混雑緩

和が確認された。特に、区内の南北を結ぶ一つの路線バスの遅延時間（各バス停での待ち時間の

合計）が 26 分から 15 分に改善され、沿線市民の生活の足であるバス交通の信頼性が向上した。 

（２）環境 

鶴見区には、我が国を代表する大規模製造業の工場が多数立地する京浜臨海部工業地帯があ

るが、工場跡地から土地利用転換などが進み、周辺環境に配慮が必要な状況となっている８）。横浜

市では、工場立地法における「敷地外緑地制度」を創設し、当該工場が維持管理することを必須とし

て、工場隣接地の敷地外緑地を工場立地法上の緑地として認めることが可能となっている。横浜北

線及び岸谷生麦線では、この制度を活用し、隣接する企業と協働で、約 1.8ha の新たな緑地の整備

図４ 鶴見区生麦地区 
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を実施した。これにより、資材置き場など閉鎖的な空間となりがちな道路の高架下の有効活用を図り、

工業地帯の緑化の推進と共に、都市のグリーンインフラを創造した。 

緑地の整備後は、歩道整備などが整っていない工業地帯において、近隣３か所の保育園の安全

なお散歩コースになるなど、工業地域に存在する貴重な緑として、近隣住民の憩いの場となってい

る。 

また、江戸時代末期にこの付近で発生した生麦事件の碑を高架下に再整備しており、高架下を

利用したウォーキングイベントも開催されるなど、道路の高架下を有効活用した、みどりと歴史を感じ

ることができる魅力あるまちづくりが進められている（写真３）。 

（３）社会 

岸谷生麦線は、鉄道で分断されている国道１号と１５号を結ぶ新たな道路として、災害発生時の代

替路の確保などリダンダンシーの向上にも寄与している。 

生麦地区は、横浜市が定める防災計画において元禄関東地震タイプの地震による津波発生時に

１ｍから２ｍ浸水すると予測されている（図５）。津波発生時の避難経路には、ピーク時に 40 分以上遮

断される「開かずの踏切（写真４）」により避難が大幅に遅れる可能性があり、防災上の課題であった。

今回、新たに整備した岸谷生麦線の歩道を災害時の避難経路とすることで、踏切を通過するリスク

がなく、より早く、より安全な避難が可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、インフラ整備は、周辺地域や環境、社会との調和が必要である。そのため、圧迫感や無機質

となりがちな土木構造物を首都高が「URBAN∝NATURE／次世代都市空間と自然の調和」をトータ

ルデザインコンセプトとして整備し、横浜北線の３つの換気塔は 2017 年のグッドデザイン賞を受賞し

ている 10)。横浜北線と一体構造となる岸谷生麦線も専門家を交えたきめ細かいデザインを検討し、

写真４ 生麦周辺の開かずの踏切（平成 25 年撮影） 図５ 津波浸水予測９） 

写真３ 高架下の有効利用 

（左：高架下緑地、右：ウォーキングイベントの様子） 
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色彩や橋桁と橋脚の剛結構造、橋脚の面取りを行い、圧迫感の軽減を図るなど、周辺環境と調和し

た景観検討を実施した（図６、写真５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 社会インフラの充実に伴う新たな取り組み 

新横浜都心部では、横浜北線の開通に加え、

横浜環状北西線や神奈川東部方面線の社会資

本整備が現在進められている。また、2019 年の

ラグビーワールドカップ 2019 や 2020 年の東京オ

リンピックの会場にもなっており、今後ポテンシャ

ルが飛躍的に向上すると期待されるエリアである
11）（図７）。 

当該エリアに隣接する新横浜都心部の日吉・

綱島地区では、約 3 万 7,900m2 のエリアを、民間

企業など１０団体と横浜市が次世代都市型スマ

ートシティとして再開発を進めている 12)。 

また、横浜北線高架下に敷地外緑地を実施し

た民間工場においては、神奈川県が県内初のス

マート水素ステーション（SHS）を設置した（写真

６）。太陽光エネルギー由来の電気を使用して水

を電気分解し、二酸化炭素の発生なしに水素を

製造することが可能となった。さらに、この SHS で

製造された水素は、主に地元のタクシー事業者

が導入した燃料電池自動車(FCV)に供給されて

いる 13)、14)。 

このように、社会インフラ整備が整い地域のポ

テンシャルが向上した地域では、民間投資を呼

図６ 横浜環状アドバイザー会議資料 

写真５ 整備後の写真（左：橋脚の面取り、右：剛結構造） 

図７ 都心臨海部の各地区と新横浜都心・京浜臨海部等 11） 

写真６ スマート水素ステーション 

日吉・綱島地区 

神奈川東部方面線 

新横浜都心 
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びこみ新たな経済活動が進められている。これらの地域は、今回整備した横浜北線で結ばれている

ことから、さらなる相乗効果が期待される。 

 

6. おわりに 

論文のテーマである「スマートシティが描く都市の未来」は、社会インフラ全体の整備効果を多面

的に最大限発揮することが必要である。これまで述べたように、事例として挙げた横浜北線や岸谷生

麦線等の道路インフラ整備は、経済分野での移動時間短縮効果だけでなく、環境、社会の面で多く

の地域課題の解決を図り、安心安全や生活の質が向上している。 

しかしながら、このような社会インフラ整備による効果を行政として十分に市民に伝えきれていない

のが現状である。ドイツやイギリスなどでは、事業評価の際に地域ごとに異なる道路の持つ多様な効

果が評価に反映されており 15)、今後の課題としては、道路の持つその他の効果や定性的に評価する

手法の確立が必要である。 

市民に最も近い立場で公共事業を実施する地方公共団体としては、限られた財源の中で、事業

の必要性を十分に検討し実施するだけでなく、市民へのアカウンタビリティが求められている。今後

は、ビッグデータなどの新たな知見や外国の事例等を活用し、多面的な視野での効果を考えること

が、より効果のある公共事業につながり、市民の信頼向上に寄与するものと考えている。 
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